特定事業所集中減算に係るＱ＆Ａ
◎　制度全般に関することについて

Q１　訪問介護の紹介率最高法人が80％を超え、かつ、正当な理由に該当しない場合は、減算となるのは訪問介護を位置付けられている利用者の居宅介護支援費だけでしょうか。
A１　
特定事業所集中減算は、一つのサービスでも80％を超え、かつ、正当な理由に該当しない場合は、当該居宅介護支援事業所の全ての利用者の居宅介護支援費を、減算して請求することになります。したがって、例の場合は、訪問介護を利用していない方の居宅介護支援費も減算になります。
                      
Q２　 １０月の紹介率最高法人の割合が80％を超え、かつ、正当な理由にも該当しません。この場合、いつから減算になりますか。
A２　
80％を超えているかどうかは、５月だけで判断するのではなく、半年間の判定期間を　　  通じて判断します。また、判定期間と減算の適用期間は異なり、以下のようになります。
①　前期…判定期間：３月分から８月分 → 減算適用期間：10月分から３月分
②　後期…判定期間：９月分から２月分 → 減算適用期間：４月分から９月分
平成30年9月から平成31年2月までで80％を超え、かつ、正当な理由に該当しない場合は、平成31年4月分の請求から減算することになります。平成30年9月分に遡って返還するものではありません。
※　減算すべきだったにもかかわらず減算せずに請求し、事後に減算だったことが判明した場合は、遡って返還することになります。
◎　基本的な提出方法について

Q３　 紹介率最高法人の割合が80％を超えていますが、判定期間の月平均の居宅サービス計画数が20件以下である等の正当な理由に該当していると思われます。
この場合でも「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る届出書」を提出しなければなりませんか。
A３　
80％を超えていれば正当な理由に該当していると思われる場合であっても、必ず「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る届出書」を提出して下さい。
届出様式の所定欄に正当な理由の番号を記載していただき、正当な理由に該当するかどうか、市で判断します。

Q４　紹介率最高法人の割合が80％を超えていませんが、「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る届出書」を作成しなければなりませんか。
A４　
80％を超えていなくても「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る届出書」を作成する必要があります。市への提出は不要ですが、事業所において５年間保存しなければなりません。

Q５　 特定事業所集中減算に該当することになってしまいましたが、「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」（体制届）も提出する必要がありますか。
A５ 
「体制届」は、減算等の適用の有無が変わる場合に提出が必要となります。

Q６　Q５の体制届はいつまでに提出すればよいですか。
A６　
体制届は、「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る届出書」と一緒に提出してください。
判定期間が前期であれば９月15日が、後期であれば３月15日が提出期限です。
◎　計算方法等について

Q７　計画したプラン数を数えるのですか。計画はしたが、入院等で全く実績が無かった場合の　　 数え方は。また、給付管理が数カ月遅くなった場合の取扱いはどうなるのですか。 
A７　
給付管理が行われた利用者の実績で数えます。
全く利用がなかった場合はカウントしません。また、月遅れで報酬を請求したとしてもサービス提供月にカウントしてください。

Q８　区分変更の申請中などの理由により、要介護認定のおりていない利用者の報酬請求は月遅れで行われることとなりますが、この場合の件数のカウント方法はいつになりますか。
A８　
サービスを提供した月でカウントします。例えば、４月サービス分を月遅れで６月に５月サービス分と一緒に請求したケースは、５月ではなく４月の件数にカウントします。

Q９　介護予防は件数に含まれますか。
A９　
含まれません。

Q10　基準該当の事業所分は件数に含まれますか。
A10　
含まれません。

Q11　Ａ法人のＢ事業所とＣ事業所の訪問介護を利用している場合、ＢとＣそれぞれの事業所ごとに割合を計算しますか。
A11　
紹介率最高法人の割合によって判断するものです。例の場合は、Ｂ事業所とＣ事業所の　 　 利用者の数を合わせた、Ａ法人の利用者の割合で計算します。

Q12　例えば、一人の利用者がＡ法人とＢ法人の訪問介護を利用している場合、どのようにカ　 　 ウントしますか。
A12　
「訪問介護を位置付けた居宅サービス計画数」（＝分母）は１件とカウントします。Ａ法人とＢ法人に位置付けた居宅サービス計画数（＝分子）には、それぞれ１件ずつカウントします。
（具体例）
　　訪問介護の利用者100人のうち、Ａ法人のみ利用が80人、Ｂ法人のみ利用が15人、A、　Ｂ両方利用しているのが５人の場合、
　Ａ法人は　（80+５）÷100＝0.85＝85％
　Ｂ法人は　（15+５）÷100＝0.20＝20％
になります。

Q13　80％を超える、の端数処理については、どのようにすればいいですか。 
A13　
端数処理をする必要はありません。 
　　　＝80％ちょうどであれば、80％を超えていません。届出書では少数点第１位までの記載になりますが、80．01％でも、80％を超えることになり減算の対象となります。 

Q14　半年間の減算期間中に改善した（80％以下となった）場合、減算は中止になるのです　　　　か。
A14　
中止になりません。
判定期間が前期の３月１日から８月末日までの場合の減算適用期間は10月１日から翌年３月31日まで、また判定期間が後期の９月１日から２月末日までの場合の減算適用期間は４月１日から９月30日までと決められています。
◎　居宅介護支援事業所における特定事業所集中減算に係る届出の記入方法について

Q15　同率の紹介率最高法人がある場合、どのように記載すればよいでしょうか。
A15　
居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る届出書には、どちらか１法人を記載し、　 　 別紙（任意様式）に他の法人を記載してください。

Q16　届出書には80％を超えるサービスのみ記載するのですか。それとも、80％を超える　 　 超えないにかかわらず、居宅サービス計画に位置づけたサービスはすべて記載するのです　 か。 
A16　
80％を超える超えないにかかわらず、居宅サービス計画に位置づけたサービスについ　 　 て、すべて記載してください。 
◎　正当な理由の範囲

Q17　「正当な理由の範囲」の取扱いの１に「居宅介護支援事業所の通常の事業の実施地域」とありますが、この通常の事業の実施地域は、市町単位ですか。
A17

     事業所の運営規程に記載の実施地域となります。例えば、運営規程に栃木市（旧藤岡町）、（旧岩舟町）としている場合には、藤岡町と岩舟町が通常の事業の実施地域となります。
　　 なお、当然のことながら、事業所の運営に合った実施地域を定めて下さい。

Q18　５②訪問介護事業所において、特定事業所加算Ⅰを算定している場合の計算方法はどのようにするのですか。 
A18　
居宅サービスを位置づけた計画のうち、特定事業所加算Ⅰを算定している事業所の計画については、除外して計算します。(分母・分子から除外する)。 
	【例】 
　訪問介護を位置付けた居宅サービス計画数　：１００件 
　うち、紹介率最高法人を位置付けた計画数　：　８５件 … ① 
　①のうち特定事業所加算Ⅰを算定している事業所を選択した計画数：７０件…②
　⇒　この場合、紹介率は８５÷１００＝８５％となりますが、
　　　②を分母・分子から除くと 
　　（８５－７０）÷（１００－７０）＝５０％ となるため、減算の対象外となります。
　なお、この場合、「居宅介護支援における特定事業所集中減算に係る届出書」を提出するほか、別紙（様式任意）に前述のような計算式等を記入し、併せて提出してください。 
　



Q19　 訪問介護を位置づけた居宅サービス計画数のうち、紹介率最高法人が複数の事業所、例えばＡ事業所とＢ事業所があり、Ａ事業所のみ特定事業所加算Ⅰを算定している場合の計算方法はどのようにするのですか。
A19　
　　 特定事業所加算Ⅰを算定しているＡ事業所の計画数を分母・分子から除外して計算します。


Q20　５②訪問介護事業所において、特定事業所加算Ⅰの算定を判定期間の途中からはじめた場合、もしくは判定期間の途中から算定を辞めた場合の計算方法はどのようにするのですか。
A20　
特定事業所加算Ⅰを算定している期間の計画数を分母・分子から除外して計算します。

Q21　 その他正当な理由として小山市長が認めた場合とありますが、どのようなケースを正当な理由として考えていますか。
A21
　　　・災害等により受入可能事業所が限定されていた場合
・他の居宅介護支援事業所の廃止、休止により引き受けることとなった利用者で、引き受ける前から当該法人が運営するサービス事業所に位置づけられていた計画を除いて再計算した結果80％以下となる場合
・市町（地域包括支援センターを含む）から虐待等の理由で緊急に受入を依頼された場合であって、当該居宅サービス計画を除いて再計算した結果80％以下となる場合
などを想定しています。
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